
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（７者協集会の特集号） ２０２３年９月５日 ＮO.６４８ 

 

７者協が「学校事務の共同実施」の集会を８

月２６日に開催する 
【共同実施の全国展開と東京型共同実施】 

全国的に各学校 1 校に 1 名の事務職員が配置されていない現状と、学校事務の任用一

本化に伴う昇任制度がない課題から、共同学校事務室は推進され、学校のグループを作り

事務職員の不在の学校を解消して、そのグループには事務長と所要の職員を配置するとい

う加配型共同事務室が法整備された。山口県の例を見ると、共同実地だけで 15 名の加配

がある。全国の状況を見ても加配無しの地域が少ない。それに比べて、付帯決議で「共同

学校事務室の設置が事務職員の人員削減につながることのないよう、基本的に一校に一名

以上の事務職員の配置を確保すること」とされているにもかかわらず、東京都は７校４名

基本型という人員削減を行った。「共同事務室」と似た名前だが全く違うものである。一

度導入した共同実施をやめる場合には東京都の交付金要綱に違約金を支払わなければなら

ないとなっており、元に戻すのも難しい状況。 
【共同実施「意向調査」に対する取り組み】 
  かねてより都教委に「共同実施」の事業評価表の開示請求をしていたが、事業評価は

「各自治体が行ってる」と開示請求に応じなかった。補助金を出しているのに評価をして

いないわけはない。評価を受けて次年度の予算を確保するからだ。７者協の運動の中で都

教委が２０１７年度から毎年各地教委に「意向調査」をしていることが判明。都教委は２

０００～２０２１年度は情報提供したがその後はほとんど黒塗り開示となり、７者協は全

自治体に対して「意向調査」の開示請求を行った。どの自治体も内容が意向調査なのです

んなりと開示請求に応じたため膨大な資料が集まった。 
【地教委の回答に対する分析】 
２３区２６市３町１村の５３地区から開示を受けた。どの地区も現状を真摯に受け止め情

報を収集して慎重に検討し回答していることがわかる。導入しない理由で一番多かった回

答は、都事務が１校に１人いなくなることは大変困るであった。次に校内のスペースがな

いである。先行導入した地区を視察した区もあり、結果は解決しなければならない課題が

多く、更なる費用対効果の検証が必要と回答。業務の役割分担の問題や実際に副校長の業

務軽減が感じられない、交換便が少なく書類の行き来に不安を感じるなど。さらに地教委

の負担増も挙げられていた。導入している地区からは増員の希望が出ていた。当たり前で

ある。事務職員が複数いても業務が減らない以上、病で倒れればカバーは大変である。複

数いるということに騙されてはいけない。文部科学省課長通知が、事務職員への学納金業

務の押し付けに拍車をかけている問題では、たくさんの意見が出ていました。 
【共同実施導入地区の現状】 

国分寺市は綱川氏、江東区は古川氏、墨田区は吉田氏、多摩市は越智氏に現状を発表し

てもらった。どの内容も現場の苦労が理解でき、都事務でも支援員でも厳しい状況に変わ

りはない。 



中央教育審議会・特別部会が緊急提言 教員

を取り巻く環境は「危機的状況にある」 
中央教育審議会・初等中等教育部会・質の高い教師の確保特別部会は、８月２８日に

「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策」を提言しました。提言は、

「学校・教師が担う業務の適正化の一層の推進」「学校における働き方改革の実効性の向

上等」「持続可能な勤務環境整備等の支援の充実」の３項目。終業から始業までに一定時

間以上の継続した休息時間を確保する勤務間インターバルの実施、教師が勤務時間の途中

に休憩時間を適切に確保できるようにするなどを取り組む。教科担任制の強化など教職員

定数の改善。教員業務支援員の全小・中学校への配置、副校長の学校マネジメント支援員、

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、学習指導員、部活動指導員などの

支援スタッフの配置の充実。処遇については、主任手当や管理職手当について改善。教員

のなり手の確保などを提言しました。 

２０１９年１月の中央教育審議会答申（「学校における働き方改革答申」）を踏まえ、

２０１９年の給特法改正を踏まえた勤務時間の上限等を定める「指針」が策定され、小学

校の３５人学級や高学年教科担任制の推進等の教職員定数の改善、教員業務支援員などの

支援スタッフに配置、部活動の見直し、教員免許更新制の解消、校務デジタル化等の学校

ＤＸなどの取り組みの結果、教員の長時間・過密労働は一程度「改善」、しかし依然とし

て続いています。 

 

学校給食費の公会計化２０２２年度実施状況 
文部科学省の２０２２年度調査によると、自治体が給食費を一括して徴収し、管理する

「公会計化」を導入していたのは、全国１４９３自治体のうち５１９自治体（３４．

８％）、準備・検討中としたのは４５４自治体（３０．４％）、公会計化の実施予定なし

としたのが５２０自治体（３４．８％）でした。東京都では、実施している１２自治体、

実施を準備・検討している１９自治体、予定していない２８自治体です。予定なしとした

自治体の多くは、「システム化の経済的、人的負担が大きい」を理由としています。 

 

２０２４年度文部科学省の概算要求 
文部科学省は、２０２４年度概算要求を８月３１日に公表しました。５兆９２１６億円

です。このうち４兆３７５９億円が文化・教育・スポーツ関係が占めています。 

小学校の３５人学級では、５年生を対象に３、１７１人。小学校高学年の教科担任制で

は、１，９００人。教員業務支援員は今年度の倍以上の２８，１００人（１２６億円）、

学習指導員は１３，８００人（４５億円）、副校長・教頭マネジメント支援員は２，３５

０人（１７億円）。ＧＩＧＡスクール構想の推進は１４８億円。給与の見直しについては、

主任手当と管理職手当の改善にそれぞれ４億円。 

 

２０２４年度こども家庭庁の概算要求 
 こども家庭庁の概算要求は、４兆８８８５億円。所得制限の撤廃などの児童手当の拡充

や保育士の配置基準の改善、高等教育の授業料減免の拡大などは、６月にまとめられた

「こども未来戦略方針」に掲げられた政策の多くは、金額を示さない「事項要求」となっ

ています。今後の予算編成過程でどの程度確保されるかが焦点です。 


